
第３章 食の安全・安心の確保に関する基本的施策
（第１０条～第２５条）

第１節 食の安全・安心を推進するための体制整備

「「「「山梨県食山梨県食山梨県食山梨県食のののの安全安全安全安全・・・・安心推進条例安心推進条例安心推進条例安心推進条例」」」」のののの概要概要概要概要

第２節 生産から販売に至る食品の安全性の確保

第３節 食品に関する正確な情報の提供

第４節 関係者間の相互理解の増進・信頼関係の構築

第４章 健康への悪影響の未然防止（第２６条～第３０条）

第２章 推進計画等（第７条～第９条） 第５章 山梨県食の安全・安心審議会
（第３１条～第３３条）

①監視の的確な実施及び指導等の充実 （第１４条）
②調査研究の推進 （第１５条）
③生産者の自主的な取組の促進 （第１６条）
・生産に係る工程の管理に関する手法の普及
・環境への負荷の低減に配慮した農業生産方式の研究開発等
④事業者の自主的な取組の促進 （第１７条）
・食品衛生に関する最新の知識の普及
・製造過程等における高度な衛生管理方法導入に対する支援等

①情報の記録及び保存 （第１８条）
②情報の収集及び提供 （第１９条）
③適正な食品表示の確保 （第２０条）
④★原産地に関する情報の提供の充実 （第２１条）

①相互理解の増進等 （第２２条）
②食の安全・安心推進月間 （第２３条）
③認証制度の普及 （第２４条）
④食育及び地産地消の推進 （第２５条）

・この条例により権限に属する事項の処理
・その他食の安全・安心に関する重要事項を調査審議

①★出荷の制限 （第２６条）
・食品衛生法第１１条第２項・第３項の規定により販売等が禁止された食品（農林水
産物）の出荷の制限について規定

②★自主回収の報告 （第２７条）

・事業者が食品等（原材料としての農林水産物を除く）の自主的な回収を行った場合
における知事への報告義務、自主回収の公表等について規定

③危害情報の申出 （第２８条）
・食品等による危害情報の申出が知事に対してあった場合、必要な調査を行い、
必要な措置を講じることを規定

④★立入検査等 （第２９条）

・事業者等からの報告の徴収、事務所等への立入検査、質問、物件の検査・提出
について規定 ※法令等に規定する措置を講ずる場合を除く

⑤★措置勧告 （第３０条）

・下記に該当する場合、措置勧告ができること、審議会の意見の聴取、勧告内容等
の公表、措置勧告に従わない場合その旨の公表等について規定

①危機管理体制の整備等 （第１０条）
②人材の育成 （第１１条）
③国等との連携等 （第１２条）
④関係者との連携及び協働 （第１３条）

＊①（出荷の制限）の規定に違反したとき→勧告→従わないとき→意見を述べる機会を付与→公表
＊②（自主回収の報告）に規定する報告をしない、虚偽の報告をしたとき→勧告→従わないとき→
意見を述べる機会を付与→公表

＊④（立入検査等）の結果、食品等による健康への悪影響の未然防止の必要があるとき→
食の安全・安心審議会の意見を聴取→勧告→従わないとき→意見を述べる機会を付与→公表

＊④（立入検査等）に規定する報告をしない、虚偽の報告、立入検査・収去の拒否、妨害、忌避が
あったとき→勧告→従わないとき→意見を述べる機会を付与→公表

＊食品衛生法第１１条第１項の規定により定められた規格基準（食品中の放射性物質、カドミウム
（米）、シアン化合物（豆類）の含有量）に適合しない場合

＊食品中に残留する農薬、動物用医薬品及び飼料添加物が、残留基準又は人の健康を損なうおそ
れのない量として厚生労働大臣が定める量を超えて残留する場合
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○食の安全・安心の確保に関し、基本理念、関係者の責務・役割を明
確化、施策の基本事項定める→施策を総合的かつ計画的に推進→
安全に安心して消費できる食品等の生産・供給の確保に資する

①県民の健康の保護が最重要との基本的認識
②生産から消費に至る行程の各段階で必要な措置を適切に講ずる
③科学的知見に基づき、県民の健康への悪影響を未然防止
④環境に及ぼす影響への配慮
⑤県、生産者、事業者及び県民の責務等認識、相互理解・連携協力

○食の安全・安心の確保に関する施策を総合的に策定・実施する責務

○食品等の安全性の確保に関する第一義的責任を認識し、食品の生
産から販売に至る一連の行程の各段階において、必要な措置を適
切に講ずる責務

○使用人・従業員が知識・理解を深めるよう特に配慮する責務
○県民の健康に悪影響を及ぼし又は及ぼすおそれがある場合、速や
かにその原因を究明し、その拡大・発生の防止のために必要な措
置を迅速かつ確実に講ずる責務

○事業活動に係る食品等に関する正確・適切な情報の提供に努める
○県が実施する食の安全・安心の確保に関する施策に協力する責務

○食の安全・安心の確保に関する知識・理解を深め情報収集に努める
○食品等の消費に際して、その取扱いに起因して健康への悪影響を
及ぼすことのないよう努める
○県の施策について意見の表明に努める等、積極的な役割を果たす

生産者及び事業者の責務

県民の役割

H24.4.1施行
（★H25.4.1施行）

県県県県

推進計画の策定・変更
・施策の基本的方針
・施策推進に必要な事項

県の責務

＊①（出荷の制限）の規定に違反して農林水産物を出荷したとき 等
＊②（自主回収の報告）に規定する報告をしない、虚偽の報告をしたとき 等
＊その他第４章の規定を施行するため必要があるとき（法令等に規定する措置を講ずる場合を除く）

前 文

○食は生命の源であり、その安全性と信頼性の確保は極めて重要
○近年、私たちは、国内外の多種多様な食品により、豊かな食生活を享受
○一方、食の安全を脅かし信頼を揺るがす事態の発生により一層の取組が必要
○果樹・ワインなど様々な農林水産物や加工食品、郷土食等は本県ブランドイメ
ージの重要な構成要素であり、県産食品の安全・安心の確保は不可欠
○全ての関係者がそれぞれの責務や役割を協働して果たすべき
○県民の総意として、消費者が安全に安心して消費できる食品等の生産・供給の
拡大を通じ、健康で安心できる真に豊かな県民生活の実現に寄与するため、
将来にわたって食の安全・安心の確保を推進することを決意し、条例を制定
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目的(第１条)

基本理念（第３条）

関係者の責務・役割（第４条～第６条）

○（国）食品安全基本法制定（H15.7） →（県）やまなし食の
安全・安心基本方針、同行動計画の策定（Ｈ１５～）

○食の安全・安心を脅かす事件・事故の相次ぐ発生 →
「食品の安全性」に対する県民の関心・不安の高まり
Ｈ２３消費生活意識調査 関心あり８３％ 不安７０％

○社会経済状況の変化への対応の必要

期待される効果
①食品の安全性及び信頼性の確保に向けた総合的かつ計画的な施策の推進
②生産者・事業者の意識高揚と自主的な取組の促進
③県民参画のもと関係者が一体となった取組の推進

条例条例条例条例のののの制定制定制定制定

・委員１５人以内、任期２年、互選による会長・副会長の設置
・消費者、生産者、事業者、学識経験者から知事が任命
・専門的知識を有する者からの意見聴取 等

・条例の施行に関し必要な事項を規則に委任

第６章 雑則（第３４条）

○食の安全・安心の確保、食品等、生産者、事業者、特定事業者など

定義(第２条)

・推進計画策定等に
係る意見
・県の施策に関する
提案

・推進計画の公表
・推進計画の実施
状況の公表
・提案への結果の
通知・公表

県県県県 民民民民

総合的総合的総合的総合的、、、、計画的計画的計画的計画的なななな推進推進推進推進 意見意見意見意見

第１章 総則（第１条～第６条）

資資資資 料料料料 １１１１－－－－１１１１


